
特別会計 歳　　入 歳　　出 実質収支
国 民 健 康 保 険 19億703万円 17億227万円 2億476万円
後期高齢者医療 1億7,578万円 1億7,536万円 42万円
食 肉 セ ン タ ー 1億5,433万円 1億1,922万円 3,511万円
訪問看護ステーション 2,337万円 2,185万円 152万円
介 護 保 険 14億9,038万円 13億8,116万円 1億922万円

企業会計 収　　入 支　　出 損　　益
水道事業
会　　計

収益的収支 4億2,935万円 3億4,747万円 8,188万円
資本的収支 １億8,400万円 1億9,853万円 △1,453万円

病院事業
会　　計

収益的収支 10億6,795万円 10億5,206万円 1,589万円
資本的収支 7,165万円 9,326万円 △2,161万円

令和２度�決算報告

　特定の収入で特定の事業を行うと
き、その収支を明確にするために設
置する会計です。

　地方公営企業法が適用
される事業として区別さ
れます。

※ 資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、減価償却費などの損益勘定留保資金等で補て
んしました

　地方公営企業法が適用
される事業として区別さ

企　業　会　計

特　別　会　計

用�語�解�説
◆目的別歳出…行政目的に着目した歳出の分類　◆民生費…高齢者や障害
者、子育て支援などの社会福祉にかかる経費◆衛生費…ごみ処理や水道、
病院、健診など保健衛生や健康増進などかかる経費◆総務費…人事管理、
財産管理、地域振興、税務事務などにかかる経費◆公債費…国や金融機関
から借り入れたお金の返済にかかる経費
◆性質別歳出…経費の経済的性質に着目した歳出の分類　◆扶助費…児童
手当、障害者支援、医療費助成など◆物件費…光熱費や消耗品の購入費、
業務委託料など◆補助費など…報償費、負担金、補助金など◆維持補修費
…公共施設の維持費、修理費など◆普通建設事業費…公共施設の建設費や
改修費など◆繰出金…特別会計の歳入を補うための経費

令和２年度�一般会計 　歳入は87億301万円で前年度より18億5,884万円
（27.2％）増え、歳出は82億55万円で前年度より20
億4,398万円で（33.2％）増えました。歳入歳出とも
に大幅な増額となって、5億246万円の黒字決算とな
りました。
　今後も、歳出の抑制に努め健全な財政運営を行い、
安心安全なまちづくりを行ってまいります。

歳出（性質別）を

２ページの

家計簿にしたよ
！

家計簿にしたよ
！

歳出
82億
55万円

（性質別）

物件費・補助費など
38億6,150万円

47.1%

　普通建設事業費・
災害復旧事業・
維持補修費など
12億9601万円
15.9%

人件費
9億4,778万円 11.6%

扶助費
7億7,295万円
9.4%

物件費・補助費など
38億6,150万円

47.1%

　普通建設事業費・
災害復旧事業・
維持補修費など
12億9601万円
15.9%

人件費
9億4,778万円 11.5%

扶助費
7億7,295万円
9.4%

繰出金
5億8,509万円  7.1%

公債費
4億1,318万円

5.0%

積立金・投資・
出資金・貸付金
3億2,404万円
4.0%

歳出
82億
55万円

（目的別）公債費
4億3,732万円
7.1%

民生費
29億9,898万円

36.6%

教育費
15億191万円
18.3%

衛生費
7億8,784万円

9.6%

総務費
6億9,439万円

8.5%

民生費
29億9,898万円

36.6%

教育費
15億191万円
18.3%

衛生費
7億8,784万円

9.6%

総務費
6億9,439万円

8.5%

公債費
4億1,318万円
5.0%

消防費 2億6,940万円
4.4%

商工費 1億626万円 1.7%
議会費 8,246万円 1.3%

商工費
4億449万円
4.9%

土木費
4億433万円
4.9%

農林水産費
3億7,751万円
4.6%

消防費 2億7,185万円 3.3%
議会費 8,055万円 1.0%

その他
2億6,552万円

　　　　　  3.3%

歳入
87億
301万円

繰越金
6億8,760万円
7.9%

繰越金
6億8,760万円
7.9%

地方消費税交付金
2億8,564万円
3.3%

分担金および負担金 6,406万円 0.7%地方譲与税
7,540万円 0.9%

地方交付税
19億4,372万円

22.3%

町税
14億6,217万円

16.8%

町債
9億8,040万円
11.2%

国・県支出金
28億698万円 
32.3%

地方交付税
19億4,372万円

22.3%

町税
14億6,217万円

16.8%

町債
9億8,040万円
11.2%

国・県支出金
28億698万円 
32.3%

その他
3億8,355万円 4.4%

繰入金 1,349万円 0.2%

広報とうのしょう 2021.10  4 



広報とうのしょう 2021.10 5 

　
企
業
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す
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企
業
版
ふ
る
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と
納
税（
地
方
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制
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あ
る
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ま
が
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付
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て
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の
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う
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に
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制
上
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置
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受
け
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れ
る
仕
組
み
で
す
。

町が創業の支援 固定資産税の課税免除
東庄町創業促進支援事業 過疎地域の特別措置

主な対象
① 事業を営んでいない個人が開業の届出により、新

たに事業を開始する場合
② 事業を営んでいない個人が新たに法人を設立し、

事業を開始する場合　　　　　　　
対象要件
　創業を行う者または創業の日から６カ月を経過し
ない者・５年以上継続して事業を行う者など一定の
要件があります
補助金額
　補助対象経費の２分の１以内で200万円が限度

問い合わせ
　総務課 企画財政係　☎86-6084

対象業種
　製造業・情報サービス業等・
農林水産物等販売業・旅館業
対象要件
　直接事業で使用する設備の取得価額の合計
など一定の要件があります
免除範囲
　設備（建物、機械、装置など）・その建物
の敷地である土地
問い合わせ　
　町民課 固定資産税係　☎86-6073

　産業の振興および活性化を図ることを目的
として、町内で創業する方への支援事業を実
施しています。
　詳しくは、町ホームページで
ご確認ください。

　東庄町は、「過疎地域の持続的発展の
支援に関する特別措置法」により過疎地
域に指定されています。東庄町過疎地域
持続的発展計画に基づき、特例措置とし
て、固定資産税の課税免除を受けること
ができます。
　詳しくは、町ホームペー
ジでご確認ください。
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